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項目

1 大規模盛土造成地調査
大規模地震時等に地滑りや崩壊により大きな被害を受けやすい大規模盛土
造成地について、その位置と規模を把握するため、町内全域において調査を
計画的に実施する。

○ 大規模盛土造成地調査率 ０％ Ｒ４ １００％ Ｒ４ 企画課

2
住宅・建築物安全ストック形成事業（住宅・
建築物耐震診断・改修事業）

木造住宅の耐震診断・耐震改修工事等への補助等の実施や、住民が耐震化
に関する相談や情報提供が受けられる体制を充実させるとともに、積極的な
普及啓発を行い、住民の防災意識の醸成につながる取組を推進する。

社会資本整備総合交付金 ○ 住宅の耐震化率 ７２％ Ｒ４ ９５％ Ｒ８ 建設課

3 女性・若手等の消防団加入促進支援事業
将来の団員数を確保するため、女性や若手に積極的な広報を行い、消防団
の充実強化に取り組む。

新入団員数 ０人 Ｒ４ ２５人 Ｒ８ 総務課

4 消防団・自主防災組織等の連携支援事業
地域において速やかな消火活動等を実施できるよう、消防団や自主防災組織
等との連携を推進する。

合同訓練の実施回数 ０回 Ｒ４ ２回 Ｒ８ 総務課

5 公共施設耐震化推進事業
施設の倒壊や火災による被害を回避するため、耐震診断の義務付け対象建
築物や防災拠点となる公共施設等の耐震化を推進する。

公共施設の耐震化率 ８７．５％ Ｒ４ １００％ Ｒ８ 総務課

項目

1
高齢者施設等のスプリンクラー整備支援事
業

高齢者施設等は、自力避難が困難な者が多く利用することから、利用者の安
全確保のため、スプリンクラーの設置を促進する。

高齢者施設のスプリンク
ラー設置率

５０％ Ｒ４ １００％ Ｒ８ 福祉課

番号 担当課内容施策名

目標１　大規模自然災害が発生したときでも人命の保護が最大限図られる

１－１　建物・交通施設等の複合的・大規模倒壊や住宅密集地における火災による死傷者の発生

重要業績指標（KPI）
交付金・補助金名等 重点化

現状 目標

１－２　不特定多数が集まる施設の倒壊・火災

番号 施策名 内容 交付金・補助金名等
重要業績指標（KPI）

担当課重点化
現状 目標



2 教育施設マネジメント事業

老朽化が進む教育関係施設について、ライフサイクルコストに着目した計画的
な点検・修繕・更新を行うとともに、行政需要の減少した施設については総量
を見直すなど、「吉備中央町教育関係施設長寿命化計画」に沿った施設マネ
ジメントを実施する。

教育施設の更新件数 ０件 Ｒ４ ３件 Ｒ８ 教育委員会

3 社会福祉施設の耐震化促進事業 防災・減災対策を推進するため、社会福祉施設の耐震化を推進する。 社会福祉施設の耐震化率 ０％ Ｒ４ １００％ Ｒ８ 福祉課

4 社会福祉施設非常用自家発電整備事業
防災・減災対策を推進するため、社会福祉施設等施設整備費補助金等を活
用し、電力確保のための非常用自家発電設備を整備することで、施設の安全
性を確保する。

自家発電設備整備済みの
社会福祉施設数

０箇所 Ｒ４ ２箇所 Ｒ８ 福祉課

5 避難行動要支援者関係機関連携強化事業
避難行動要支援者の避難の実効性確保のため、介護支援専門員、相談支援
専門員や社会福祉協議会等の関係機関と連携強化を図る。

協議会等の実施回数 ０回 Ｒ４ １回 Ｒ８ 福祉課

項目

1 土砂災害危険区域内施設移転事業
土砂災害危険箇所内にある学校や公民館を避難所から除外し、安全性の高
い施設へ移行できるよう施設整備を推進する。

○
土砂災害危険個所内施設
で移行（移転）が必要な施
設数

１施設 Ｒ４ ０施設 Ｒ８ 教育委員会

2 ハザードマップ更新事業
浸水想定区域や土砂災害（特別）警戒区域等に変更があった場合は、可能な
限り遅延無く防災ハザードマップの更新を行い、町民へ周知を行う。

○ 防災ハザードマップの更新 未更新 Ｒ４ 更新 Ｒ８ 総務課

3 避難確保計画策定促進事業
土砂災害による被害の発生が予想される医療機関や社会福祉施設等での具
体的な避難方法等を定めた避難確保計画の策定促進を図る。

社会福祉施設等の避難確
保計画の策定促進

５施設 Ｒ４ １０施設 Ｒ８ 総務課

4 防災教育実施事業
学校防災マニュアルに基づく避難訓練、防災教育を継続的に実施し、大規模
災害発生時の適切な避難行動を確保する。

防災教育（研修）の実施回
数

（学校）
適切な時期に実施

（公民館）
７公民館で実施

Ｒ４

（学校）
学期に１回実施

（公民館）
全１０館で実施

Ｒ８ 教育委員会

１－３　大規模な土砂災害等による多数の死者の発生

番号 施策名 内容 交付金・補助金名等
重要業績指標（KPI）

担当課重点化
現状 目標



5 防災情報伝達体制確保事業

気象警報や避難情報等を迅速かつ確実に伝達するため、地域の実情に応じ
て防災行政無線、告知端末、おかやま防災情報メール、緊急速報メール、ＳＮ
Ｓ，災害情報共有システム等、防災情報の伝達手段の多様化・効率化を推進
し、災害時の情報伝達体制の確保を促進する。

防災情報伝達手段（方法）
の件数

３件 Ｒ４ ４件 Ｒ８ 総務課

6 防災士育成推進事業 自主防災組織の中心的な役割を担う防災士の資格取得を推進する。 防災士資格取得者数 ２７名 Ｒ４ ５４名 Ｒ８ 総務課

項目

1 水防団・自主防災組織等の連携支援事業
水防団と自主防災組織等が連携した水防訓練の実施や地域の実情に合わせ
た水防訓練の実施や地域の実情に合わせた水防計画の策定により、水防体
制の充実・強化を図る。

合同訓練の実施回数 ０回 Ｒ４ ２回 Ｒ８ 総務課

項目

1 要配慮者支援体制構築促進事業
高齢者等の要配慮者の福祉・介護等のニーズ把握及び迅速かつ円滑な支援
活動を展開するため、社会福祉協議会を中心とした福祉関係団体等による広
域的な福祉支援体制の構築を促進する。

協議会等の実施回数 ０回 Ｒ４ １回 Ｒ８ 福祉課

2 視覚障害者避難情報伝達体制確保事業
視覚障害のある人に対して、避難所までの移動ルートや避難方法等が確実に
伝達できるように情報伝達方法の多様化を促進する。

情報伝達手段（方法）の数 ０件 Ｒ４ １件 Ｒ８ 福祉課

3 避難行動要支援者支援体制構築事業

避難行動要支援者名簿の整備を推進し、行政と地域関係者が密接に連携し
て平時から避難行動要支援者に関する情報を把握するとともに、的確な避難
支援や迅速な安否確認等に効果的に活用し、実効性のある支援体制の構築
を図る。

○ 協議会等の実施回数 ０回 Ｒ４ １回 Ｒ８
福祉課
総務課

4 観光客等安全対策促進事業
観光施設における災害対応力の向上を図るため、観光施設の管理者に対し
て実践的な避難訓練の実施や避難誘導マニュアルの整備を促進する。

実践的な避難訓練の実施 年１回 Ｒ４ 年２回 Ｒ８ 協働推進課

１－４　異常気象等による広域かつ長期的な市街地等の浸水

番号 施策名 内容 交付金・補助金名等
重要業績指標（KPI）

担当課重点化
現状 目標

１－５　情報伝達の不備等による避難行動の遅れ等で多数の死傷者の発生

番号 施策名 内容 交付金・補助金名等
重要業績指標（KPI）

担当課重点化
現状 目標



項目

1 道の駅防災機能付加事業
道の駅を被災者・帰宅困難者の一時避難場所や救援物資・水等の配給施設
等として活用するため、非常用電源の確保、道路規制情報・被災情報の提
供、救援物資の備蓄等が行えるよう防災機能の付加に取り組む。

救援物資の備蓄場所の確
保

未確保 Ｒ４ 確保 Ｒ８ 協働推進課

2 備蓄計画整備事業
公的備蓄計画を整備するとともに、必要な備蓄を確保する。被災地に救援物
資を適時・適切に届けるため、支援物資物流体制の構築を図る。

備蓄計画の策定 未策定 Ｒ４ 策定 Ｒ８ 総務課

3 水道施設耐震化事業
大規模地震発生時の被害拡大、復旧期間の長期化が懸念されるため、重要
給水施設を優先的に耐震化するなど、水道施設の計画的な耐震化を推進す
る。

生活基盤施設耐震化等交
付金（基幹水道構造物の耐
震化事業、水道管路緊急改
善事業）

水道施設耐震化率 １．２％ Ｒ４ ２．５％ Ｒ８ 水道課

4 下水道施設耐震化事業
下水道・農業集落排水施設について、耐震・機能診断を進め、耐震等の性能
が不足する下水道管路や処理場等の耐震・機能強化を計画的に実施する。

社会資本整備交付金
（防災・安全）
農山漁村地域整備交付金

下水道施設耐震化率 ２０％ Ｒ４ ５０％ Ｒ８ 水道課

項目

1 ヘリポート増設事業
岡山県消防防災ヘリコプターの要請判断の基準を明確にするよう努めるととも
に、ヘリポートの増加を図り、ヘリコプターが活用できる環境を促進する。

ヘリポートの設置箇所数 ２５箇所 Ｒ４ ２８箇所 Ｒ８ 総務課

2 特設公衆電話設置事業
通信事業者と連携して、避難所への特設公衆電話の設置を促進し、避難所に
おける通信手段を確保する。

○
特設公衆電話の設置箇所
数

０箇所 Ｒ４ ２箇所 Ｒ８ 総務課

3 自主防災組織備蓄促進事業
災害時に孤立する可能性がある集落等での自主防災組織等による備蓄を促
進する。

自主防災組織補助金交付
件数

０件 Ｒ４ １０件 Ｒ８ 総務課

目標２　大規模自然災害発生直後から救助・救急、 医療活動等を迅速に行われる（それがなされない場合の必要な対応を含む）

２－１　被災地での食料・飲料水等、生命に関わる物資供給の長期停止

番号 施策名 内容 交付金・補助金名等
重要業績指標（KPI）

担当課重点化
現状 目標

２－２　多数かつ長期にわたる孤立集落等の同時発生

番号 施策名 内容 交付金・補助金名等
重要業績指標（KPI）

担当課重点化
87.50% 100%



項目

1
女性・若手等の消防団加入促進支援事業
【再掲】

将来の団員数を確保するため、女性や若手に積極的な広報を行い、消防団
の充実強化に取り組む。

新入団員数 ０人 Ｒ４ ２５人 Ｒ８ 総務課

2 水防団・自主防災組織等の連携支援事業
水防団と自主防災組織等が連携した水防訓練の実施や地域の実情に合わせ
た水防訓練の実施や地域の実情に合わせた水防計画の策定により、水防体
制の充実・強化を図る。

合同訓練の実施回数 ０回 Ｒ４ ２回 Ｒ８ 総務課

項目

1 医療機関非常用電源設備整備事業
自家用発電装置や太陽光発電システム、蓄電池の設置等、各医療機関の実
情に合わせた非常用電源の確保に努める。また、持ち運び可能な発電機とし
て、電気自動車等の導入を検討する。

非常用電源設備整備済み
の医療機関数

２箇所 Ｒ４ ４箇所 Ｒ８ 保健課

項目

1
道の駅防災機能付加事業
【再掲】

道の駅を被災者・帰宅困難者の一時避難場所や救援物資・水等の配給施設
等として活用するため、非常用電源の確保、道路規制情報・被災情報の提
供、救援物資の備蓄等が行えるよう防災機能の付加に取り組む。

救援物資の備蓄場所の確
保

未確保 Ｒ４ 確保 Ｒ８ 協働推進課

2 帰宅困難児童生徒対応検討事業
児童生徒が帰宅困難となった場合の心のケア、食料の確保、宿泊の対応等
について、関係者で協議・検討を進める。

協議会等の実施回数 ０回 Ｒ４ 年１回 Ｒ８ 教育委員会

3 公共交通機関災害対策推進事業
被災時における公共交通機関の早期復旧、代替輸送が効率的に行われるよ
う、関係事業者間の連携を促進する。

公共交通会議の実施回数 年２回 Ｒ４ 年３回 Ｒ８ 総務課

２－３　自衛隊、警察、消防、海保等の被災等による救助・救急活動等の絶対的不足

番号 施策名 内容 交付金・補助金名等
重要業績指標（KPI）

担当課重点化
現状 目標

２－４　救助・救急、医療活動のためのエネルギー供給の長期途絶

番号 施策名 内容 交付金・補助金名等
重要業績指標（KPI）

担当課重点化
現状 目標

２－５　想定を超える大量かつ長期の帰宅困難者への水・食料等の供給不足

番号 施策名 内容 交付金・補助金名等
重要業績指標（KPI）

担当課重点化
現状 目標



項目

1 災害時救護体制確保推進事業
災害時の医療、救護体制を確保するために、平時から医師会、日本赤十字
社、町内医療機関との連携維持を推進する。

医師会、日本赤十字社、町
内医療機関との連携
（連絡会の開催）

０回 Ｒ４ １回 Ｒ８ 保健課

項目

1 予防接種推進事業
平時から予防接種の必要性について普及啓発を図るとともに、未接種者に対
する接種勧奨に取り組む。

○
感染症ワクチン接種率
（インフルエンザワクチン）

６６％ Ｒ４ ７５％ Ｒ８ 保健課

2 感染症まん延防止対策事業 避難所等での感染症対策を円滑に対応できるよう研修や訓練を実施する。
避難所感染症対策に係る
研修（防災訓練）の実施回
数

０回 Ｒ４ １回 Ｒ８ 保健課

２－６　医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルートの途絶による医療機能の麻痺

番号 施策名 内容 交付金・補助金名等
重要業績指標（KPI）

担当課重点化
現状 目標

２－７　被災地における感染症等の大規模発生

番号 施策名 内容 交付金・補助金名等
重要業績指標（KPI）

担当課重点化
現状 目標



項目

1 防犯体制強化事業
吉備中央町さわやか町づくり推進協議会、警察、事業者、関係機関及び各種
団体等と連携をとりながら、地域防災ボランティアの支援や青色防犯パトロー
ルの講習及び出前講座等により啓発活動を行う。

啓発活動（講習、出前講座
等）の実施回数

０ 回 R２ ２ 回 R７ 住民課

項目

1 公共施設耐震化推進事業
施設の倒壊や火災による被害を回避するため、耐震診断の義務付け対象建
築物や防災拠点となる公共施設等の耐震化を推進する。

公共施設の耐震化率 ８７．５％ Ｒ４ １００％ Ｒ８ 総務課

2 防災拠点施設非常用電源確保事業
防災拠点となる施設（避難所）において、自家用発電装置や太陽光パネル・蓄
電池の設置等、非常用電源の確保に努める。

○
非常用電源設備整備済み
の避難所数

７箇所 Ｒ４ １５箇所 Ｒ８ 総務課

3 業務継続計画更新事業
災害時の業務継続に必要な資源等の現状について、PDCAサイクルで具体的
な改善方策を検討し、業務継続計画の更新を図る。

業務継続計画の更新 未更新 Ｒ４ 更新 Ｒ８ 総務課

4 ＩＣＴ業務継続推進事業
情報システムの業務継続の確保を図るため、定期的に訓練するとともに、円
滑なデータ復旧や長期電源途絶時の対策について検討する。

○
情報システムの業務継続
に係る訓練回数

０回 R４ ４回 R８ 企画課

5 災害時情報提供機能維持事業
災害時にも町公式ホームページの機能を維持し、重要情報が適切に提供でき
るよう、災害時においてもサーバーの安定運用に努め、情報提供を行うため
防災対策を実施する。

情報機能を維持するため
の仕組み（体制）の運用

実施 R４ 継続実施 R８ 企画課

目標３　大規模自然災害発生直後から必要不可欠な行政機能は確保する

３－１　被災による現地の警察機能の大幅な低下による治安の悪化

番号 施策名 内容 交付金・補助金名等
重要業績指標（KPI）

担当課重点化
現状 目標

３－２　町職員・施設等の被災による行政機能の大幅な低下

番号 施策名 内容 交付金・補助金名等
重要業績指標（KPI）

担当課重点化
現状 目標



項目

1
防災拠点施設非常用電源確保事業
【再掲】

防災拠点となる施設（避難所）において、自家用発電装置や太陽光パネル・蓄
電池の設置等、非常用電源の確保に努める。

○
非常用電源設備整備済み
の避難所数

７箇所 Ｒ４ １５箇所 Ｒ８ 総務課

項目

1
防災情報伝達体制確保事業
【再掲】

気象警報や避難情報等を迅速かつ確実に伝達するため、地域の実情に応じ
て防災行政無線、告知端末、おかやま防災情報メール、緊急速報メール、ＳＮ
Ｓ，災害情報共有システム等、防災情報の伝達手段の多様化・効率化を推進
し、災害時の情報伝達体制の確保を促進する。

情報伝達手段（方法）の数 ３件 Ｒ４ ４件 Ｒ８ 総務課

目標４　大規模自然災害発生直後から必要不可欠な情報通信機能は確保する

４－１　電力供給停止等による情報通信の麻痺・長期停止

番号 施策名 内容 交付金・補助金名等
重要業績指標（KPI）

担当課重点化
現状 目標

４－２　テレビ・ラジオ放送の中断等により災害情報が必要な者に伝達できない事態

番号 施策名 内容 交付金・補助金名等
重要業績指標（KPI）

担当課重点化
現状 目標



項目

1
災害対応等に係る補助金・金融支援等周
知事業

町の各種広報媒体及び商工会報等により国・県・町の支援事業の周知を図
る。

町の各種広報媒体及び商
工会報等での支援メニュー
の掲載回数

年１回 Ｒ４ 随時 Ｒ８ 協働推進課

2 企業誘致促進事業
大規模自然災害発生後であっても経済活動が機能不全に陥らないようにする
ために、地域の経済力の底上げを図る。

○ 誘致企業数 ０件 Ｒ４ ３件 Ｒ８ 定住促進課

3 企業版事業継続計画（BCP）普及促進事業
大規模自然災害発生後であっても、経済活動が機能不全に陥らいないように
するため、企業のBCP普及促進を図る。

各種広報媒体での周知回
数

０回 Ｒ４ ２回 Ｒ８ 定住促進課

項目

1 公共交通機関連携強化事業
災害発生時の道路の通行止め状況等の連絡を円滑に行えるよう、平時から
連絡体制の確認を行う。

公共交通会議の実施回数 年２回 Ｒ４ 年３回 Ｒ８ 総務課

項目

1
業務継続計画更新事業
【再掲】

災害時の業務継続に必要な資源等の現状について、PDCAサイクルで具体的
な改善方策を検討し、業務継続計画の更新を図る。

業務継続計画の更新 未更新 Ｒ４ 更新 Ｒ８ 総務課

2
ＩＣＴ業務継続推進事業
【再掲】

情報システムの業務継続の確保を図るため、定期的に訓練するとともに、円
滑なデータ復旧や長期電源途絶時の対策について検討する。

○
情報システムの業務継続
に係る訓練回数

０回 R４ ４回 R８ 企画課

目標５　大規模自然災害発生後であっても、経済活動(サプライチェーンを含む)を機能不全に陥らせない

５－１　サプライチェーンの寸断等による企業の生産力低下

番号 施策名 内容 交付金・補助金名等 重点化
重要業績指標（KPI）

担当課
現状 目標

５－２　基幹的陸上交通ネットワークの長期間にわたる機能停止

番号 施策名 内容 交付金・補助金名等 重点化
重要業績指標（KPI）

担当課
現状 目標

５－３　金融サービス等の機能停止により商取引に甚大な影響が発生する事態

番号 施策名 内容 交付金・補助金名等 重点化
重要業績指標（KPI）

担当課
現状 目標



項目

1
備蓄計画整備事業
【再掲】

公的備蓄計画を整備するとともに、必要な備蓄を確保する。被災地に救援物
資を適時・適切に届けるため、支援物資物流体制の構築を図る。

備蓄計画の策定 未策定 R４ 策定 R８ 総務課

2
水道施設耐震化事業
【再掲】

大規模地震発生時の被害拡大、復旧期間の長期化が懸念されるため、重要
給水施設を優先的に耐震化するなど、水道施設の計画的な耐震化を推進す
る。

生活基盤施設耐震化等交
付金（基幹水道構造物の耐
震化事業、水道管路緊急改
善事業）

水道施設耐震化率 １．２％ Ｒ４ ２．５％ Ｒ８ 水道課

５－４　食糧等の安定供給の停滞

番号 施策名 内容 交付金・補助金名等 重点化
重要業績指標（KPI）

担当課
現状 目標



項目

1 燃料供給事業者災害時協定締結事業 町内燃料供給事業者と災害時応援協定を締結する。
町内燃料供給事業者との
災害時協定の締結数

０件 R４ １件 R８ 総務課

項目

1 農業水利水利施設保全事業 農業水利施設の機能保全を計画的に実施する。
水利施設等保全高度化事
業補助金

機能保全施設数 ２件 Ｒ４ １件 Ｒ８ 建設課

項目

1 下水道施設長寿命化対策事業
下水道施設について、長寿命化計画等に基づき、計画的な長寿命化対策を
実施する。

社会資本整備交付金
（防災・安全）
農山漁村地域整備交付金

施設の長寿命化対策率 ２０％ Ｒ４ ５０％ Ｒ８ 水道課

2 ストックマネジメント計画策定事業
汚水処理施設等の長期間にわたる機能停止を防止するため、ストックマネジ
メント計画を策定する。

社会資本整備交付金
（防災・安全）
農山漁村地域整備交付金

ストックマネジメント計画の
策定

未策定 Ｒ３ 策定 Ｒ８ 水道課

3 汚水処理施設の整備事業 汚水処理施設について防災対策を講じる。
循環型社会形成推進交付
金

汚水処理整備率 ６６％ Ｒ４ ７５％ Ｒ８ 水道課

4 下水道事業継続計画（BCP）更新事業
災害発生時の迅速な復旧、事業継続のため、平成２7年に策定している下水
道事業継続計画（BCP）の更新を随時行い、実効性の向上を図る。

下水道事業継続計画
（BCP）の更新

未更新 Ｒ４ 更新 Ｒ８ 水道課

目標６　大規模自然災害発生後であっても、 生活・経済活動に必要最低限の電気、ガス、上下水道、燃料、交通ネットワーク等を確保するとともに、これらの早期復旧を図る

６－１　電力供給ネットワーク(発変電所、送配電設備)や石油・LPガスサプライチェーンの機能の停止

番号 施策名 内容 交付金・補助金名等 重点化
重要業績指標（KPI）

担当課
現状 目標

６－２　上水道、農・工業用水等の長期間にわたる供給停止

番号 施策名 内容 交付金・補助金名等 重点化
重要業績指標（KPI）

担当課
現状 目標

６－３　汚水処理施設等の長期間にわたる機能停止

番号 施策名 内容 交付金・補助金名等 重点化
重要業績指標（KPI）

担当課
現状 目標



5 合併処理浄化槽設置推進事業
老朽化した単独処理浄化槽から災害に強い合併処理浄化槽への転換等、合
併処理浄化槽の設置を推進する。

循環型社会形成推進交付
金

○
合併処理浄化槽の設置件
数

１,３８０件 Ｒ４ １,５００件 Ｒ８ 水道課

項目

1 橋梁等長寿命化事業
橋梁等については、⻑寿命化修繕計画に基づき、計画的に点検・補修を実施
することで⻑寿命化を図っており、引き続き保全対策、維持管理を推進する。

道路局所管事業補助金 ○ 点検橋梁数 ３１４橋 Ｒ４ ３１４橋 Ｒ８ 建設課

2 道路拡幅推進事業
土砂災害等の発生により、道路が分断され、通行不可能となる事態を避ける
ため、道路の拡幅を推進する。

岡山県道72号岡山賀陽線
四車線化推進事業

未実施 Ｒ４ 実施 - 建設課

６－４　地域交通ネットワークが分断する事態

番号 施策名 内容 交付金・補助金名等 重点化
重要業績指標（KPI）

担当課
現状 目標



項目

1
住宅用火災警報器及び消火器設置促進事
業

消防団等による消火器及び住宅用火災警報器設置の周知を図る。 広報等による周知回数 ０回 Ｒ４ ５回 Ｒ８ 総務課

2 消防施設整備費負担金活用促進事業
吉備中央町消防施設整備費負担金について広報紙等で周知し、自治会等に
よる防火水槽の新設や修繕、フェンスの設置を促進する。

○
消防施設整備費負担金の
利用組織数

０組織 Ｒ４ ５組織 Ｒ８ 総務課

3 消火栓点検管理促進事業
自治組織へ消火栓の点検の実施を呼びかけるとともに、消火栓の老朽化状
況を把握し、必要に応じて修繕することで、適切な維持管理を実施していく。

自治組織への周知回数 ０回 Ｒ４ ５回 Ｒ８ 総務課

4 自主防災組織初期消火体制強化事業
吉備中央町自主防災組織補助金の利用を促進し、初期消火体制の強化を図
る。

自主防災組織補助金利用
組織数

０組織 Ｒ４ ５組織 Ｒ８ 総務課

項目

1 危険空家除却推進事業
道路や近隣家屋など周囲への影響が大きい危険な空き家について、必要に
応じて行政代執行等を実行し、危険な空き家の撤去を実施する。

空き家対策総合支援事業補助金 ○ 危険空き家の撤去件数 ３件 Ｒ４ ５件 Ｒ８ 住民課

項目 現状 目標

1 ため池ハザードマップ更新事業
決壊した場合に下流に甚大な被害を及ぼす恐れのある防災重点農業用ため
池について、必要に応じてハザードマップを更新する。

防災減災事業農業水路等
長寿命化・防災減災事業補
助金

○
ため池ハザードマップの更
新

３０箇所 Ｒ４ １１箇所 Ｒ８ 建設課

目標７　制御不能な二次災害を発生させない

７－１　市街地での大規模火災の発生

番号 施策名 内容 交付金・補助金名等 重点化
重要業績指標（KPI）

担当課
現状 目標

７－２　沿線・沿道の建物倒壊による直接的な被害及び交通麻痺

番号 施策名 内容 交付金・補助金名等 重点化
重要業績指標（KPI）

担当課
87.50% 100%

７－３　ため池、ダム防災施設等の損壊・機能不全による二次災害の発生

番号 施策名 内容 交付金・補助金名等 重点化
重要業績指標（KPI）

担当課



項目

1 有害物質拡散・流出防止事業
水質汚濁防止法、大気汚染防止法等の届出を厳格に求め、被災した場合に
は関係機関へ情報提供を行うよう周知を図る。

広報等による周知回数 ０回 Ｒ４ ２回 Ｒ８ 住民課

項目

1 農地・農業用施設保全共同活動支援事業
中山間地域等の農業生産条件の地理的不利を補正するとともに、農業・農村
が有する水源涵養機能、洪水防止機能等の多面的機能を維持・増進を図る
ため、農業生産活動等を行う農業者等を支援する。

中山間地域等直接支払交
付金

協定の集約化・広域化 １７６協定 Ｒ４ １６５協定 Ｒ８ 農林課

2 森林の間伐事業
森林の管理等について県と連携し、各種補助事業を活用しながら、また、森林
整備に効率的な間伐と間伐材等の利用を進める必要がある。

森林経営管理事業（財源：
森林環境譲与税）

○ 間伐等森林整備実施面積 ０.６３ha Ｒ４ １.００ha Ｒ５ 農林課

3 基幹農業水利施設更新促進事業
老朽化した基幹農業水利施設を計画的に更新していけるよう、多面的機能支
払交付金等の支援制度の周知を図る。

広報等による周知回数 ０回 Ｒ４ １回 Ｒ５ 農林課

７－４　有害物質の大規模拡散・流出

番号 施策名 内容 交付金・補助金名等 重点化
重要業績指標（KPI）

担当課
現状 目標

７－５　農地・森林等の荒廃による被害の拡大

番号 施策名 内容 交付金・補助金名等 重点化
重要業績指標（KPI）

担当課
現状 目標



項目

1 災害廃棄物処理事業
廃棄物処理の対応について、定期的な訓練や演習を通じて、実効性のある計
画となるよう災害廃棄物処理計画の更新を図る。また、発災時には、災害によ
り発生した廃棄物を迅速かつ円滑に処理し、速やかに復旧・復興等を進める。

災害廃棄物処理事業費補
助金

災害廃棄物処理訓練の実
施

０回 Ｒ４ ２回 Ｒ８ 住民課

項目

1 建設産業人材確保事業
建設産業が災害時の初動対応から応急復旧活動を行う重要な産業であるこ
とを周知するとともに、学校や商工会と連携して入職を促進する。

○
ＳＮＳを活用した建設産業
への無料就職案内の実施

年１回 Ｒ４ 年２回 Ｒ８ 協働推進課

項目

1 自主防犯組織活動促進事業
警察や自主防犯組織、災害ボランティア等と連携し、住民主体の避難訓練や
危険箇所の点検など平時からの活動の活性化を促進する。

防犯訓練の実施回数 ０回 Ｒ４ ２回 Ｒ８
住民課
総務課

2 パトロール体制強化事業
大規模災害時における治安の悪化を防止するため、警察と連携しパトロール
体制等の強化を図る。

防犯訓練の実施回数 ０回 Ｒ４ ２回 Ｒ８ 住民課

3 自主防災組織スキルアップ事業
地域の自主防災組織のスキルアップのため、町主催の防災講座及び防災訓
練を実施し、活動促進を図る。

防災講座・防災訓練の実
施回数

０回 Ｒ４ ２回 Ｒ８ 総務課

目標８　大規模自然災害発生後であっても、人口や企業の流出を回避し、 地域社会・経済が迅速に再建・回復できる条件を整備する

８－１　大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復旧・復興が大幅に遅れる事態

番号 施策名 内容 交付金・補助金名等 重点化
重要業績指標（KPI）

担当課
現状 目標

８－２　道路啓開等の復旧・復興を担う人材等(専門家、コーディネーター、労働者、地域に精通した技術者等)の不足により復旧・復興が大幅に遅れる事態

番号 施策名 内容 交付金・補助金名等 重点化
重要業績指標（KPI）

担当課
現状 目標

８－３　地域コミュニティの崩壊、治安の悪化等により復旧・復興が大幅に遅れる事態

番号 施策名 内容 交付金・補助金名等 重点化
重要業績指標（KPI）

担当課
現状 目標



項目

1
橋梁等長寿命化事業
【再掲】

橋梁等については、⻑寿命化修繕計画に基づき、計画的に点検・補修を実施
することで⻑寿命化を図っており、引き続き保全対策、維持管理を推進する。

道路局所管事業補助金 ○ 点検橋梁数 ３１４橋 Ｒ４ ３１４橋 Ｒ８ 建設課

８－４　基幹インフラの損壊により復旧・復興が大幅に遅れる事態

番号 施策名 内容 交付金・補助金名等 重点化
重要業績指標（KPI）

担当課
現状 目標


